2011年度「労働法」（1月20日）

第27回　雇用システムの変化と雇用・労働政策の課題（荒木611～663頁）
第27回　講義のねらい労使関係と労働法制の展開をたどり、今日の労働法制の位置づけを確認するとともに、雇用システムの変化に対応して、現在、労働政策がどのような課題に直面しているのか、それに対して労働法はどのような方策をとるべきなのか、を比較法的視点も交えながら検討し、講義の締めくくりとする。
1. 戦後から1985年までの労使関係・労働法制の展開
a. 終戦から戦後復興（1945～1954）：現代的労使関係の確立
i. 現代的労働立法制定

ii. 労使対立の時代
iii. 政府の労使関係への積極介入

b. 労使関係の変容（1955～1964）：敵対的労使関係から協調的労使関係へ

i. 経済成長と生産性向上運動

＜生産性3原則＞
I　 雇用の維持・拡大
　生産性の向上によって余剰人員が出ても、解雇せず、配置転換・再訓練等によって対処し、失業を防止する
II　 労使の協力と協議（労使協議）
　生産性向上のための具体的な方法については、各企業の実情に即し、労使が協力してこれを研究し、協議する。
III　 成果の公正配分
　生産性向上の諸成果は、経営者、労働者および消費者に、国民経済の実情に応じて公正に分配。
ii. 労働運動の分裂

iii. 労使対立のピーク

1960年三井三池炭坑大争議
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c. 高度成長期（1965～1973）：日本型雇用システムの確立・積極的労働市場政策の基盤整備
d. 低成長時代（1974～1985）：日本型雇用・労使関係システムの調整期

2. 1985年以降の雇用システムをとりまく環境変化

２つの変化

a. 1980年代以降の持続的構造変化

i. 労働市場構造の変化

ピラミッド型の労働人口構造→少子高齢化

ii. 労働者の変化（多様化と個別化）

女性・高齢者の市場参加＝パート・嘱託等の非正規従業員の増加

正規従業員内部でもホワイトカラー化・個別化・多様化（年俸制、個別人事管理）
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男女共同参画白書（平成19年版）
iii. 使用者の変化

・産業構造の変化

図 1：産業構造の変化（15歳以上就業者数の推移）
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・国際競争の激化（対先進国、対アジア諸国・中国）
b. バブル経済崩壊以降（1990年代以降）の新たな変化

i. 長期経済停滞と失業率の高騰

・伝統的な雇用調整手法は、残業カットなどが主流であり、解雇や希望退職等、直接人員に手をつけること稀

→1997年以降は、人員調整を極力避けてきた大企業の倒産や余裕を失った企業の人員整理等が相次ぎ、失業率は97年を境に急騰。1999年には失業率4%、失業者300万人を超え、2001年には失業率5%、2002年には失業率5.4%、失業者数は352万人。
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図３：失業率の推移
 ・正規従業員の縮小と非正規雇用の増大
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図2：正規・非正規従業員の比率の変化�
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ii. 規制緩和政策の推進

　社会的規制としての労働法

　1995年3月の規制緩和推進計画

iii. 企業組織再編促進とコーポレート・ガバナンスの見直し

・シェアホルダー・モデル（株主価値重視モデル）とステークホルダー・モデル（多元的価値尊重モデル）

・慣行に依存した日本型ステークホルダー・モデル

　●安定株主・株式持合

　●経営者の内部昇進

　●長期雇用

　●企業別組合・労使協議制
・日本型雇用システムとコーポレート・ガバナンスの関係
1) 企業組織再編促進のための法制度改正

・企業グループ単位の効率的経営を可能とするための独占禁止法改正による純粋持ち株会社の解禁（1997年）
・市場に敏感な経営を誘導するストックオプション制度の導入（1997年）
・合併手続簡素化・合理化のための商法改正（1997年）

・事業の再構築を支援する産業活力再生特別措置法の制定（1999年）
・完全親子会社関係・持株会社の円滑な創設を目的とする株式交換・株式移転制度（1999年）
・破産予防と企業再建を目的とする産業再生法制定（1999年）
・迅速な企業組織再編を可能とする会社分割制度の導入（2000年）等

2) コーポレート・ガバナンス改革
2002年5月の商法等改正法：日本モデルとアメリカモデルの併存＝制度間競争の時代へ

・監査役設置会社（従来の日本モデル）

・委員会設置会社（アメリカモデル）＝取締役会に指名委員会・監査委員会・報酬委員会の３委員会を設置し、各委員会の過半数を社外取締役、従来の監査役を廃止
2006年5月施行の新会社法：大会社に限られていた委員会設置会社制度をすべての会社で採択可能に

＝経営者の変質、株主重視の経営→雇用・労使関係への影響？

3. 1980年代半ば以降の労働法制の展開

規制緩和（deregulation）、再規制（reregulation）、新規制（new regulation）の3つの動きが同時進行

a. 規制緩和とその見直し
i. 外部労働市場活性化と高失業への対策：規制緩和＋セーフティネット強化

1985年労働者派遣法の制定（ポジティブリスト方式）

1996年派遣対象業務の拡大（26業務）

1997年省令改正による有料職業紹介の事実上の原則自由化

1998年雇用保険法の改正：高年齢求職者給付額の改訂、教育訓練給付金の創設、介護休業給付金の創設

1999年職業安定法改正：有料職業紹介の事業制限撤廃

1999年労働者派遣法改正：労働者派遣事業の原則自由化（ネガティブリスト方式）
2000年雇用保険法改正：倒産・解雇等による離職者への給付拡充

2001年雇用対策法改正：再就職の援助の努力義務、募集・採用における年齢差別をしない努力義務

2003年労働者派遣法・職業安定法改正：99年改正で解禁された業務の派遣期間最長3年に。製造業への派遣解禁（1年上限）
2003年労働基準法改正：有期契約＝上限3年（但し137条）、例外として高度の専門的知識等を有する労働者と60歳以につき、上限5年、解雇規制＝解雇権濫用法理の明文化、解雇理由明示、解雇事由の就業規則記載

2007年雇用保険法

2007年雇用対策法・地域雇用開発促進法改正

2009年雇用保険法改正

2011年求職者支援制度の新設（求職者支援法）：特定求職者（雇用保険の失業等給付を受給できない求職者で、職業訓練その他の就職支援を行う必要があると認める者）に対し、職業訓練の実施、職業訓練受講を容易にするための給付金支給等の支援措置
ii. 規制緩和政策の見直し

労働者派遣法改正案

有期労働契約研究会最終報告（2010年9月10日）

→2011年12月有期労働契約の建議：利用可能期間の上限5年、雇止め法理の立法化等
b. 再規制（規制の現代化）

1987年労基法労働時間規制の大改正：週法定労働時間を48h→40ｈ、多様な変形労働時間制の導入、裁量労働制の導入等

1994年高年齢者雇用安定法改正：60歳未満の定年制を禁止、65歳までの雇用継続努力義務、60歳以上の労働者派遣に業務制限撤廃
1998年労基法改正：労基法全体にわたる規制の現代化（有期契約の上限規制緩和、労働条件明示強化、退職時の証明（解雇理由）、変形労働時間制（1ヶ月、1年）のさらなる柔軟化、企画業務型裁量労働制導入、年次有給休暇の保護強化、紛争解決援助

2003年労働基準法改正：解雇権濫用法理の明文化、企画業務型裁量労働制の緩和

2007年最賃法改正：生活保護との逆転是正

2008年労基法改正：月60時間超の時間外労働の割増率50％、代替休暇、年休の時間単位取得
c. 新規制

i. 新たな価値への対応

1) 雇用平等法制 
1985年男女雇用機会均等法の制定 
1997年均等法改正・労働基準法改正：努力義務→禁止規定、女性保護撤廃 
2006年均等法改正：男女双方を対象、間接差別導入 
2007年パート労働法改正：通常労働者と同視されるパートの差別禁止

2) ワーク・ライフ・バランス法制 

1991年育児休業法制定 
1993年パート労働法制定 
1995年育児介護休業法制定 
2004年育児介護休業法改正：看護休暇 
2007年パート労働法改正 
2009年育児介護休業法改正

3) 高齢化社会への対応 
1994年高年齢者雇用安定法改正：60歳未満の定年制を禁止 
2004年高年齢者雇用安定法改正：65歳までの高齢者雇用確保措置 
2007年雇用対策法改正：募集・採用時の年齢
ii. 企業再編への対応

1999年民事再生法：民事再生手続における労働者の過半数代表の関与 
2000年労働契約承継法：会社分割法制の導入に対応した労働者保護 

2003年会社更生法改正：更生手続における過半数代表の関与 

2003年労働基準法改正（解雇規制） 

2007年労働契約法 
iii. 紛争処理法制の整備

最低労働基準の国家による履行監督→労働契約上の権利の私人による実現

企業内での紛争処理の限界／非正規労働者の増加／個別紛争の急激な増加

2001年個別労働関係紛争解決促進法：都道府県労働局長の助言・指導制度、紛争調整委員会のあっせん制度の創設等により総合的な個別労働関係紛争処理システムの整備
2004年労働審判法成立→2006年4月施行 

2004年労働組合法改正→2005年1月施行 

2007年労働契約法→2008年3月施行 

4. 日本の雇用システムの変化と労働法の課題

a. 現状の評価と変化の意味

・雇用保障と内的柔軟性の組み合わせによる伝統的雇用モデルの見直し

量的（外的）柔軟性(numerical flexibility)と質的（内的・機能的）柔軟性(functional flexibility)

	
	Flexibility
	Security

	アメリカモデル
	雇用量の柔軟な調整
	雇用保障(安定)

	
	労働条件の柔軟な調整
（随意雇用による合意調達）
	労働条件の保障

	日本モデル
	雇用量の柔軟な調整

【非正規雇用】
	雇用保障(安定)

解雇権濫用法理

	
	労働条件の柔軟な調整

（就業規則法理）
	労働条件の保障

【職務・勤務地限定社員】

	ヨーロッパモデル
	雇用量の柔軟な調整
	雇用保障(安定)

	
	労働条件の柔軟な調整
	労働条件の保障


デンマークモデルのFlexicurity（外部市場志向Flexicurity）

日本モデルのFlexicurity（内部市場志向Flexicurity）

・キャリアの自己決定

・仕事と生活の調和

・正規従業員と非正規従業員の格差問題

b. 労働法の課題

i. 規制緩和と再規制（規制の現代化）・新規制

・弱者保護の体系としての労働法の必要性と現代的見直し

・新たな価値への対応

・市場と法の役割

ii. 多様な規制手法

1) ハードロー・ソフトロー

2) 実体規制・手続規制

・実体規制アプローチ：多様化した労働関係の現実にあわせて詳細に多様な実体規制

①規制の複雑化＝労働者自身が自らの権利を理解できず、結局は権利の実現が困難

②国家が、やってよいこととやってはならないこと（例えば、専門業務型裁量労働制の対象業務、派遣の政令指定26業務等）をどこまで事細かに規制すべきか：ある規制がメリットになる労働者もいればかえってデメリットになる労働者も（例えば、かつての女性の深夜業禁止）＝中央集権的規制の問題
・手続規制アプローチ：法は、公正な労働条件設定が確保されるような手続きを踏むことを要求し、手続きに従って到達した結果については当事者の選択を尊重するアプローチ（例えば企画業務型裁量労働制：業務は大括り、具体的業務は現場の労使に委ねる、ただし、労使委員会を設置し5分の4の決議という重たい手続を要求）
①規制の単純化が可能＝当事者が法の大筋の枠内で具体的ルールを設定＝自分たちが設定したルールであれば、ルール内容についても熟知、ルール遵守の意欲も高く、実効性も高い

②分権的規制により現場の要求に合致した規制が可能、司法審査は実体審査（当事者の選択した結論が妥当か、合理的か）から手続審査（法の要求する公正な労働者代表が適法な手続で協定・決議したか）へシフト

・手続規制の担い手の問題：手続規制が機能するには公正な決定ができる手続の担い手をどう確保するかが課題＝手続規制自体にも相当のコストはかかる（従業員代表制導入をめぐる議論：「労使委員会」の活用提案と既存の労働組合の反発←諸外国の経験）
・現実的な立法政策は、実体規制と手続規制を組合せた「ハイブリッド型規制」。実体規制・手続規制という異なるアプローチがあることを認識しつつ、実体規制を維持すべき事項と、手続規制に委ねるべき事項、両者の組み合わせを、手続の担い手の整備状況を勘案しつつ検討すべき。
iii. 多様な規制規範

1) 強行規定

2) 半強行規定（集団的合意によって逸脱可能な規範）

3) 任意規定

4) 適用除外

iv. 多様な履行確保メカニズム

1) 行政による履行確保

　　　刑事罰・行政監督による履行確保：取締法規としての労働法（労働保護法）

2) 紛争処理システムを通じた当事者による履行確保

　　　民事規範からなる労働契約法

　　　労働審判制度

　　　労働法教育の重要性

3) ハードローとソフトロー・行為規範の設定

4) 市場機能を利用した権利確保

　　Voice (発言権の強化)or　Exit(退出行動による圧力)

　　Reputation（市場における評判のモニタリング機能）

　　市場機能が効果を上げるための環境整備（CSRとSRI、情報公開）

5) 従業員代表制度の役割

v. 新時代の労働法の任務

・多次元で対立する価値の調整と統一的集団的処理の要請

経営者vs株主、男vs女、老vs若、正規vs非正規、国内vs国外・・・
単純な使用者と労働者の対立の調整では足りない。多面的な労・労対立の調整や、株主と使用者と労働者間の利害調整（コーポレート・ガバナンスにおける労働問題）をも対象とする、複雑かつ困難な任務を引き受けざるを得ない。

・多様な規制手法・規制規範の利用可能性を前提としたシンプルな規制の模索

この困難任務に対処するには、労使の対立だけを念頭に、専ら労働者保護を置いた伝統的モデルでは不可→新たなモデルは多様な規制手法・規制規範を動員。

しかし、単なる規制の複雑化は不適。シンプルで実効性の確保されるシステムが模索されるべき（手続規制はその一つのアプローチ）。

ビジネスローとしての労働法（コンプライアンスのみならずコーポレート・ガバナンスとの関係でも労働法は不可欠の視点）

多様な雇用モデルのいずれを選択してもDecent Work（働きがいのある人間らしい仕事、公正さの確保された働き方）を保障
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